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はじめに 

 

当社は、平成 17 年 11 月 30 日、経済産業大臣に対し、来年 4 月 1 日を実施日として供

給約款料金を平均 2.12％引き下げることを主な内容とする供給約款の変更認可申請を行

いました。供給約款・選択約款をあわせた小口部門全体では平均 3.02％の引き下げとな

ります。 

当社は、都市ガス原料の安定的確保、製造・供給設備の効率的運用、ガス機器のお客さ

ま利便性の向上、クリーンエネルギーの供給を通じた環境保全への貢献など、総合的観点

から天然ガス導入を決定し、平成元年３月より天然ガス転換事業を開始いたしました。 

以来、お客さまのご理解とご協力をいただきながら、１７年という長期にわたる事業を、

本年７月をもちまして無事終えることができました。 

その間、当社は、天然ガス転換期間中の膨大な投資・費用負担による経営収支への圧迫

に対処するため、全社を挙げて徹底した経営効率化に取り組み、ガス販売量の拡大・コス

ト削減に努めてまいりました。 

今般、天然ガス転換事業の完了を踏まえ、これまでの効率化の成果に加え、新たに設定

する経営効率化目標の達成によってもたらされる成果を織り込んで、料金の引き下げを実

施することとしました。 

規制緩和の進展等により、エネルギー市場での競合はますます厳しくなっておりますが、

当社は、引き続き経営全般にわたる効率化に努めるとともに、天然ガスの安定供給と普及

拡大、保安・サービスの向上に努め、お客さま、地域社会、そして株主の皆様の信頼に応

えてまいります。 
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１．供給約款料金表の変更 

供給約款料金について、平成 18 年 4 月 1 日を実施期日として、平均２.１２％引下げるこ

とを主な内容とする供給約款の変更認可申請を行いました。なお、選択約款を含む小口部門

全体では、平均３.０２％の引下げとなります。 

 

（１） 申請平均改定率 

 改定率 

供給約款料金平均 ▲２.１２％ 

小 口 部 門 平 均 ▲３.０２％ 

 

（２） 供給約款料金表 

新料金（税込） 現行料金（税込） 

  月間ご使用量 基本料金 

（円/月） 

従量料金単

価（円/㎥）

基本料金 

（円/月） 

従量料金単

価（円/㎥）

料金表Ａ  0㎥～ 15㎥ 871.50 円 204.29 円 871.50 円 208.4565 円

料金表Ｂ 16㎥～ 30㎥ 1,092.00 円 189.56 円 1,092.00 円 193.7250 円

料金表Ｃ 31㎥～100 ㎥ 1,617.00 円 172.06 円 1,533.00 円 179.0250 円

料金表Ｄ 101㎥～ 2,194.50 円 166.29 円 1,795.50 円 176.4000 円

（注）・各月のご使用量に応じて、Ａ～Ｄの各料金表が適用されます。 

・従量料金単価は、原料費調整制度により四半期ごとに調整いたします。 

・消費税の総額表示の義務付けに伴い、今回の改定とあわせて供給約款の料金表示およ

び料金計算を税込み方式へ変更するとともに、料金表示を小数点以下２桁までとしま

す。 

 

（３） モデル家庭における引き下げ額 

１ヶ月の 

使用量 

新料金 

（税込） 

現行料金 

（税込） 

引き下げ額 

（税込） 
引き下げ率 

４０㎥ 8,499 円 8,694 円 ▲ 195 円 ▲ 2.24 ％ 

（注）モデル家庭は、一戸建住宅の厨房、風呂および給湯（台所、洗面所、シャワーの３箇所

給湯）を中心にガスをご使用いただいているお客さま（家族構成：夫婦と子供２人の４

人世帯）とし、これを当社管内の使用実態に合わせて算定しました。 
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２．原料費調整制度における基準平均原料価格等の見直し 

 

今回の料金改定に伴い、原料費調整制度に係る基準平均原料価格などの見直しを行います。 

基準平均原料価格 ３７,７１０円／㌧ 

    * 平成 17 年 7 月～9月期の通関統計（貿易統計）による平均原料価格 

 

 

【参考】原料費調整制度の概要 

＊ 為替レートや原油価格などに起因する原料価格の変動を、３ヶ月毎にガス料金に反映させる

制度です。 

＊ 「基準平均原料価格（37,710 円／㌧）」と「平均原料価格（３ヶ月毎のＬＮＧ、ＬＰＧの通

関統計値より算定）」との差額に基づいて、次式により、従量料金単価の調整額を算定します。  

 従量料金単価調整額（税込） 

＝（  平均原料価格（円/㌧）  ―  基準平均原料価格（円/㌧）  ）÷ 100 × 0.084 × 1.05 

＊ イメージ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ヶ月 ３ヶ月 
原料価格の変動を反映した 
調整後の料金の適用期間 

 

● 

● 

● 

 
● 

● 

ケース１：調整あり（従量料金単価が上がります） 
（平均原料価格－基準平均原料価格）が＋1,890 円を超える場合。

＊大幅な変動を避けるために 
上限値を設定し、平均原料価格が上限値を超えた場合には、 
上限値を平均原料価格としてガス料金を調整します。 

ケース２：調整なし（従量料金単価は変わりません） 

（平均原料価格－基準平均原料価格）が±1,890 円以内の場合。 

＊頻繁な調整を避けるために 

基準平均原料価格を中心として±1,890 円の調整額幅を持たせ 

ました。平均原料価格がその範囲に含まれる場合には、ガス料

金の調整はありません。 

ケース３：調整あり（従量料金単価が下がります） 
（平均原料価格－基準平均原料価格）が－1,890 円を超える場合。

調整の上限値  

（60,340 円／㌧） 

＋1,890 円 

基準平均原料価格  

（37,710 円／㌧）  

－1,890 円 

平均原料価格 
算定の対象期間 

平均原料価格の動き 

３ヶ月 
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３．供給約款に係るその他の変更 

（１） 延滞利息制度への移行 

今回の改定とあわせて、現行の「早収・遅収料金制度」を廃止し、この制度に代えて「延滞

料金制度」を導入することといたします。 

延滞料金制度は、ガス料金のお支払いが支払期限日（検針日の翌日から 30 日目）以降になさ

れた場合に、その経過日数に応じて１日当たり 0.0274％（年率約 10％）の率で算定した延滞料

金をいただく制度です。なお、支払期限日の翌日から起算して 10 日以内にお支払いいただいた

場合は、延滞金は申し受けません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊早収・遅収料金制度：ガス料金のお支払いが検針日の翌日から 20 日以内の場合には早収料金を適用

し、21 日目以降の場合には早収料金を３％割増した遅収料金を適用する制度 

 

（２） 税込み単価に基づく料金算定方法への移行 

 ガス料金の算定方法について、平成１６年４月１日に施行された改正消費税法に対応する

ために、税抜き価格（単価）から算定しこれに消費税等相当額を加えて請求金額を算定して

いた現行計算方法を、税込み価格（単価）から請求金額を算定する方法へと変更いたします。 

（３） 本支管工事の当社負担額の改定 

 ガスメーターの能力（号数）１㎥毎時あたりの本支管工事費の当社の負担額を、次のとお

り改定します。 

 改定 現行 増減 

当社の負担額 79,000 円 67,300 円 11,700 円 

早収料金 

検針日からの 
経過日数 

１日 

（検針日の翌日） 
２０日 

 

【早収・遅収料金制度】 

遅収料金 

（早収料金の３％割増し） 

延滞利息（１日あたり 0.0274％） 

検針日からの 
経過日数 

１日 

（検針日の翌日） 
３０日 

 

ガス料金 

【延滞利息制度】 

４０日 
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４．新たな経営効率化目標 

 

今般の料金原価の見直しに伴い、次のとおり新たな経営効率化目標を設定いたします。 

項  目 内       容 

１.人員の削減 

○天然ガス転換終了に伴い、今後は天然ガス転換要員を営業部門中心に再配

置する等、要員を効果的に活用してまいります。一方で、業務全般の内容

の見直し等により効率化を進め、社員数の削減を図ります。 

【目標】社員数を平成20年度末までに1,500名体制にいたします。 

参考：平成16年度末実績 1,710名 

２.設備投資の 

抑制 

○今後増加が見込まれる天然ガス需要に対応するため、市中の導管網整備等

を進めてまいりますが、中期的視野に立った効率的な投資や仕様の見直し

等により、過去実績以下の設備投資水準に抑制いたします。 

【目標】平成18年度から平成20年度までの３年間合計の設備投資額を300億

円程度に抑制いたします。（広域供給体制整備に関連する投資を除く）

参考：平成15年度～平成17年度見込額合計 320億円 

３.一般諸経費 

の抑制 

○一般諸経費全般について、より一層の経費削減努力を行い、過去実績以下

の水準に抑制いたします。 

【目標】平成18年度から平成20年度までの３年間合計の一般諸経費を880億

円程度に抑制いたします。 

参考：平成15年度～平成17年度見込額合計 910億円 

 

 

 




